
第４ 法人の状況

１．資本金の状況

当センターにおける平成17年度末の資本金は、以下のとおりです。

区 分 資 本 金

一般勘定 9,602 百万円

施設整備勘定 －

法人単位 9,602 百万円

２．役員の状況

役員の定数はセンター法第６条の規定により、理事長１人、理事１人、監事２人を置くこと

とされており、センター法第８条の規定により役員の任期は３年となっています。

平成18年12月１日現在の役員は、次のとおりです。

役職名 氏名 任期 経歴

理事長 遠藤 昭雄 平成16年4月1日～ 昭和45年 4月 文部省初等中等教育局財務課

平成19年3月31日 平成 9年 7月 文化庁次長（ ）昭和21年9月21日生

平成10年 7月 文部省体育局長

平成12年 6月 〃 学術国際局長

平成13年 1月 文部科学省研究振興局長

平成14年 8月 国立教育政策研究所長

平成16年 4月 国立大学財務・経営センター

理事長

理 事 芝田 政之 平成18年2月1日～ 昭和56年 4月 文部省

平成19年3月31日 平成11年 7月 〃 学術国際局留学生課長（ ）昭和34年3月30日生

平成13年 1月 文部科学省研究開発局宇宙政策

課長

平成15年 1月 〃 生涯学習局生涯学習

推進課長

平成16年 7月 日本学生支援機構政策・広報

室長（併）企画部長

平成18年 2月 国立大学財務・経営センター

理事
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役職名 氏名 任期 経歴

監 事 山本 勝彦 平成18年7月1日～ 昭和46年 7月 三菱レイヨン株式会社

平成19年3月31日 昭和51年 7月 大東京火災海上保険（ ）昭和23年2月9日生

平成13年 4月 合併 あいおい損害保険株式

会社理事

平成18年 7月 国立大学財務・経営センター

監事

監 事 生駒 俊明 平成16年4月1日～ 平成13年 5月 東京大学名誉教授

平成19年3月31日 平成14年11月 日本テキサス・インスツルメン(非常勤) 昭和16年3月5日生（ ）

ツ(株)顧問

平成15年 4月 産業再生機構 非常勤監査役

平成15年 6月 日立金属(株)社外取締役

平成15年 6月 科学技術振興機構上席フェロー

平成16年 4月 国立大学財務・経営センター

非常勤監事

３．コーポレート・ガバナンスの状況

（１）法による規制

① 主務大臣等

、 、 、当センターの主務大臣は センター法により文部科学大臣とされており 通則法により

文部科学大臣は、当センターの理事長及び監事を任命し、または解任することができると

されています。また、当センターは、業務方法書の作成及び変更、長期借入や債券発行の

際などには、文部科学大臣の認可を受けることとされています。

② 会計監査人の監査等

当センターは、通則法により、監事の監査のほか、財務諸表、事業報告書（会計に関す

る部分に限る ）及び決算報告書について、文部科学大臣が選任する会計監査人の監査を。

受けなければならないとされています。また、毎事業年度、財務諸表を作成し、当該事業

年度の終了後三月以内に文部科学大臣に提出し、その承認を受けなければならないとされ

ています。

③ 会計検査院の検査

当センターに対しては、会計検査院法に基づいて会計の検査を目的とした会計検査院に

よる検査が行われています。

当該検査の観点は以下のとおりです。

・決算が予算執行の状況を正確に表示しているか （正確性）。

・会計経理が予算や法令等に従って適正に処理されているか （合規性）。

・事務・事業が経済的、効率的に行われているか （経済性、効率性）。

・事業全体が所期の目的を達成し効果を上げているか （有効性）。
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（２）外部評価体制

当センターの業務の実績評価には、毎年度の業務の実績について行われる年度毎の評価と

。 、中期目標期間における業務の実績について行われる中期目標期間毎の評価があります また

業務の実績については、文部科学大臣が任命した外部有識者で構成される文部科学省の独立

行政法人評価委員会と、総務大臣が任命した外部有識者で構成される総務省の政策評価・独

立行政法人評価委員会によってダブルチェックされることになります。

当センターは、文部科学省の独立行政法人評価委員会により各年度の業務の実績や中期目

標期間の業務の実績について、中期計画の実施状況、中期目標の達成状況等を考慮の上評価

を受けることとなります。この文部科学省の独立行政法人評価委員会は、評価の結果、必要

、 。があると認める場合には 当センターに対して業務運営の改善などを求めることができます

一方、総務省の政策評価・独立行政法人評価委員会は、文部科学省の独立行政法人評価委

員会の評価結果の通知を受け、第三者的な立場から調査・審議を行い、必要があると認める

場合、意見を述べることができるとされています。

※平成17年度の業務実績に関する評価については、53頁をご参照ください。

（３）内部管理体制

① 業務執行体制、運営評議会

理事長のリーダーシップの下、機動的な運営・業務実施を行えるよう組織運営・事業実

施に関する権限を理事長に集中させるととともに、外部有識者で構成する運営評議会を設

け、中期計画、年度計画、予算等の重要事項について審議・助言を受けるなど理事長の補

佐体制についても整備しています。また、理事長、理事等役員及び職員幹部で構成する連

絡会を設置、当該会議を定期的に開催し、重要な方針及び施策に関して審議を行うなど、

当センターの業務の適正な管理、効率的・効果的な運営を図っています。

② 監事監査

当センターの業務の適正かつ効率的、効果的な運営を図るとともに会計経理の適正を期

することを目的とし、当センターには監事２名を置いています（センター法第６条 。監）

、 、 、事は 監事監査規則等に基づき 個々の事務処理の不適正・非効率を指摘するに止まらず

これらの生ずる原因・理由等の探求及び防止の方策についても配慮し、会計監査人と連携

し当センターの業務の監査を行っています。
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（４）平成17年度業務実績評価について

当センターの平成17年度に係る業務の実績に関する評価は以下のようになっています。

全体評価

①評価を通じて得られた法人の今後の課題

（イ） 国立大学財務・経営センターは、独立行政法人化から２年が経過し、国立大学附属病院の施

設整備に充てるための資金の貸付などの国立大学等における教育・研究の振興に資するための

業務活動について、中期目標の達成に向け、年度計画に従い、概ね着実に実施している。

（ロ） その一方、寄附金の受入れ、情報提供システムの活用による教育研究用機器の有効活用の促

進や国立大学法人等からの財産処分関連業務の受託など、業務推進のためのＰＲ活動等の努力

は評価できるものの、必ずしも実績の伴わない業務について、どのような取組みを展開してい

くかが今後の課題である。

（ハ） また、今後の組織体制や業務分担の見直しについては、業務の更なる外部委託なども視野に

入れて、人員等のあり方を検討するとともに、業務内容全般にわたり、国立大学法人等のニー

ズを一層的確かつきめ細かく把握するよう努めながら、センターの機能充実を図るなど、更な

る業務内容の質的向上を図るよう期待したい。

②法人経営に関する意見

（イ） 国立大学法人等の財務・経営面での支援を効果的・効率的に行うため、組織体制や業務分担

の見直し、業務の外部委託、自助努力による経費の削減・効率化など、理事長のリーダーシッ

プの下、一丸となって取り組んでいる。

（ロ） センターは、資金の貸付・交付を始めとして、財務・経営に関する調査及び研究、研修、情

報提供、大学共同利用施設の管理運営などの多様な業務を総合的・一体的に実施している。こ

れらを踏まえ、業務の質を低下させずに、更なる事業の効率化と経費の節減を進めるために、

その対象や方法等について不断の見直しを行っていくことが必要である。

※「③特記事項」については特になし

なお、全文に関しては、当センターホームページ

（http://jigyou.zam.go.jp/hojinbunsyo/info_63.html）において公表しています。
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